
主担当 現状 評価の観点 達成度判断基準 判定基準 備考 前期評価と改善策

① 基本的生活習慣の確立を図
るため、遅刻を防止し、時
間を守る指導を徹底する。

生徒支援課
各学年

時間を守る意識の高い生徒が増えてい
るが、遅刻が常態化している生徒も増
加傾向にある。

【成果指標】
年間を通して遅刻3回
以上の生徒が減少して
いる。
（前年度は8.6％）

年間を通して遅刻3回以上の生徒の割合が
　Ａ：　６％未満
　Ｂ：　８％未満
　Ｃ：１０％未満
  Ｄ：１０％以上

Ｃ、Ｄの場合、遅刻
が常態化している生
徒に対して、保護者
および外部機関等と
協力して改善策を検
討する。

毎日記録し、月
ごとの集計によ
り推移を注視す
る。

評価Ａ　2.42％（全校生徒743人中18人）
【各月累積推移】（4月 0.14％　5月 0.94％　6月 2.02％　7月 2.42％）
・現時点で遅刻２回の生徒が１年生で5人、２年生で9人、３年生で8人、合計22人おり、こ
  れらの生徒が全員遅刻３回となると、5.38％になる。２学期初めに遅刻２回生徒を集め、
  遅刻指導をする。

② 自発的な挨拶、正しい言葉
遣いなどを身につけ品位の
ある人間性を養う。

生徒支援課
各部活動

登校指導において、教師から働きかけ
ることにより生徒の挨拶への意識は高
まっている。しかし、自ら挨拶をしよ
うという意識が十分とは言えない。

【成果指標】
生徒が自ら進んで挨拶
ができる。

自ら進んで挨拶できる生徒の割合が
　Ａ：９０％以上
　Ｂ：８５％以上
  Ｃ：８０％以上
  Ｄ：８０％未満

Ｃ、Ｄの場合、改善
策を検討する。

７月と１２月に
学校評価（生
徒）で調査す
る。

評価Ｄ　78.5％　（昨年度前期　81.6％　後期　81.3％）
・教員から積極的に挨拶をし、生徒が自発的に挨拶ができるよう啓発していく。
・ＰＴＡ・生徒会執行部・校風委員との連携を深め、既存のあいさつ運動のあり方も含め
　て、新たに効果的な取り組みを検討していく。

③ いじめ防止に関する講話や
教員対象の研修会などによ
り、生徒・教員ともにいじ
めに関する認識の向上を図
り、いじめの起こらない雰
囲気をつくる。

生徒支援課
保健相談課
各学年

「いじめはどこにでもある」という認
識のもと、実態の把握に努め、個々の
事案について、組織的かつ迅速に対応
している。しかし、ネットトラブルに
ついては見えない部分も多く、外部機
関とも連携しながら未然防止に努める
必要がある。

【努力指標】
いじめを見逃さない学
校づくりに組織的に取
り組んでいる。

本校の「いじめ防止基本方針」に基づいて、い
じめやネットトラブルの未然防止に学校全体で
組織的に取り組んでいると回答する教職員の割
合が
　Ａ：１００％
　Ｂ：　９０％以上
　Ｃ：　８０％以上
　Ｄ：　８０％未満

Ｃ、Ｄの場合、改善
策を検討する。

７月と１２月に
学校評価（教
員）で調査す
る。

評価Ａ　100％　（昨年度前期　100％　後期　92.9％）
・現状に決して甘んじることなく、いじめは見えないところで発生するという認識のもと、
　全教職員がどんな小さな行為でも初期段階から見過ごさず、早期に発見し、きめ細かな状
　況把握を行い、組織的に適切な対応ができる体制を継続していく。

④ 学校生活の中で、環境保全
に対する生徒の意識を高
め、実践する。

保健相談課
生徒支援課
各学年

ゴミの分別などに関する生徒の意識は
高く、環境保全に対する生徒の自己評
価は高い。しかし、電気の消し忘れが
多く、引き続き環境教育を継続して進
める必要がある。

【成果指標】
ゴミの分別、教室やト
イレの消灯が正しくな
されている。

ゴミの分別、教室やトイレの消灯、校内の環境
保全活動に積極的に取り組んでいる生徒の割合
が
　Ａ：９５％以上
　Ｂ：８５％以上
  Ｃ：８０％以上
  Ｄ：８０％未満

Ｃ、Ｄの場合、改善
策を検討する。

７月と１２月に
学校評価（生
徒）で調査す
る。

評価Ｂ　87.6％　（昨年度前期　91.3％　後期　90.9％）
・ゴミの分別について、ほとんどの生徒がルールを守っている。放課後掃除の時間帯には美
　化委員がゴミ分別のチェックをしており、教室から出るゴミについてはほとんど問題がな
　いようである。ただ一部で部活動で出たゴミなどの分別ができていないことがある。注意
　喚起を促し、美化委員による分別チェックを継続していく。
　消灯に関しては、意識が高いとはあまり言えない。移動教室などで教室を出る時には、必
　ず消灯するよう呼びかけていく。

① 不断の授業改善の実現に向
けて、教科を超えて学び合
う互見授業や研究授業を実
施することにより、教員の
資質を向上させ、生徒の学
習意欲向上を図る。

教務課
各教科

新学習指導要領の実施に伴い授業およ
び評価の改善に向けた教員の意識は高
まりつつある。また、今年度から一人
一台端末が整備されたことにより、効
果的な活用への模索が若手教員中心に
行われ、それが全教員へ波及すること
が期待される。これらを踏まえて、主
体的・対話的で深い学びのある授業を
目指して、さらなる取組を推し進めて
いる。

【成果指標】
生徒の学びが主体的・
対話的で深い学びと
なっている。

【努力指標】
生徒の学びが主体的・
対話的で深い学びとな
るような授業を行って
いる。

（生徒）本校の教員は、生徒が主体的・対話的
で深い学びとなる授業を行っていると回答する
生徒の割合が
　Ａ：９５％以上　　Ｂ：８５％以上
　Ｃ：７５％以上　  Ｄ：７５％未満

（教員）主体的・対話的で深い学びとなるよう
な授業手法を取り入れていると回答する教員の
割合が
　Ａ：９５％以上　　Ｂ：８５％以上
　Ｃ：７５％以上　  Ｄ：７５％未満

Ｃ、Ｄの場合、授業
改善の状況、指導法
を再検討する。

７月と１２月に
授業評価（生
徒）、学校評価
（教員）で調査
する。

（生徒）：評価Ｂ　89.2％　（昨年度前期　89.2％　後期　92.3％）
・「生徒に考えさせる場面を設け、生徒の思考力を伸ばす」　91.2％
　「生徒が意見を交換したり、発表したりする場面を設け、生徒のコミュニケーション力を
　　伸ばす」　87.2％
　比較的高い割合を維持できているが、今後特に、いかに生徒のコミュニケーション力を伸
　ばすかという観点で、授業改善をしていく必要がある。

（教員）：評価Ｂ　91.3％　（昨年度前期　95.4％　後期　95.2％）
・「よくあてはまる」　17.4％　　　「あてはまる」　73.9％
　授業において、主体的・対話的で深い学びとなるようにある程度は意識できているが、
　「よくあてはまる」の割合が少ないので、これまで以上に意識を高めていく必要がある。

② 各授業において、
Chromebookを効果的に活用
し、生徒の思考が深まるよ
うな授業展開を行う。

教務課
各学年
各教科

ＧＩＧＡスクール構想による一人一台
端末が整備され、研修をとおしてICT活
用力が上がり、ほとんどの教職員が授
業で積極的に活用している。今後は
Chromebookを活用することで思考が深
まるような授業展開を行っていく必要
がある。

【努力指標】
生徒の思考が深まるよ
うに、授業で端末を効
果的に活用している。

（生徒）授業等でChromebookを活用することを
通して、思考が深まり、学習効果が高まったと
感じている生徒の割合が
　Ａ：８０％以上
　Ｂ：６０％以上
　Ｃ：５０％以上
　Ｄ：５０％未満

Ｃ、Ｄの場合、
Chromebookの活用方
法を検討する。

７月と１２月に
授業評価（生
徒）で調査す
る。

評価Ｂ　70.3％　【本年度より】
国語　67.5％　　　地理歴史　90.5％　　　公民　97.1％　　　数学　44.8％
理科　61.0％　　　保健体育　61.8％　　　芸術　67.7％　　　英語　77.9％
家庭　93.0％　　　情報　70.2％
・教科の特性もあるが、教科間の差が大きい。今後、研修や教科の枠を越えてお互いに情報
　交換することをとおして、Chromebookのより効果的な活用方法を考えていく必要がある。

③ 低学年からの進路指導を意
識して、学習時間調査や面
談を活かし、生徒が見通し
を持って家庭学習に取り組
む態度を育て、学習習慣の
定着を図る。

教務課
各学年
各教科

毎日の家庭学習状況を担任が把握し、
学習内容の偏りや時間不足の生徒に対
し速やかに面談を行い助言や支援を
行っている。今後は、家庭学習を前提
とした授業展開になるように工夫し、
生徒の主体的な学習習慣の定着に向け
て取り組む必要がある。

【成果指標】
生徒が、１日平均２時
間以上家庭で学習して
いる。

１日平均２時間以上、家庭で学習している生徒
の割合が
  Ａ：７０％以上
  Ｂ：６０％以上
  Ｃ：５０％以上
  Ｄ：５０％未満

学年別に評価し、
Ｃ、Ｄの場合、学習
指導のあり方を再検
討する。

年５回、定期考
査前に家庭学習
時間調査を実施
する。

評価Ｃ　考査１週間前の平均54.6％　（昨年度前期　56.3％　後期　53.9％）
　　　　　　　　　　　　　　１年生　　　２年生　　３年生
１学期中間考査２週間前　　　17.5％　　　 2.0％　　31.0％
　　　　　　　１週間前　　　42.9％　　　47.5％　　56.4％
１学期期末考査２週間前　　　19.4％　　　27.8％　　34.8％
　　　　　　　１週間前　　　49.8％　　　62.9％　　68.1％
・まだまだ家庭学習時間は少ないが、ホーム担任や教科担当の指導などにより、中間考査時
　よりも期末考査時の学習時間が増加した。今後も、学校と家庭が連携して組織的に指導し
　ていく必要がある。

生徒がより高い
進路目標を掲げ
その実現に向け
て邁進できるよ
う、教職員は総
力を挙げて生徒
一人一人の多様
な進路志望を支
援する。

① ホーム担任等との面談を繰
り返し、生徒が将来を見据
えてより高い進路目標を設
定できるようにするととも
に、生徒の進路実現に向け
て、全教職員でサポートす
る体制を整える。

進路指導課
各学年

全教職員で「より高みを目指した進路
実現」という目標を共有し、こまめな
面談で生徒との良好な関係が実現され
ているが、生徒一人ひとりの適性や能
力をふまえ、適切な目標設定と将来の
進路についてより深く考えるための情
報を提供する必要がある。

【成果指標】
生徒が、担任との個人
面談や進路ガイダンス
により、志望する進路
先を明確にできてい
る。

担任との個人面談や進路ガイダンスにより、志
望する進路先を明確にすることができた生徒の
割合が
　Ａ：９５％以上
　Ｂ：８０％以上
　Ｃ：７０％以上
  Ｄ：７０％未満

Ｃ、Ｄの場合、面談
内容や時期、および
面談回数等、生徒へ
の情報提供のあり方
や意識づけ方法を検
討する。

７月と１２月に
学校評価（生
徒）で調査す
る。

評価Ｂ　90％　（昨年度前期　89.8％　後期　90.1％）
・多くの生徒が面談やガイダンスを有意義なものと評価している。担任の工夫で面談時間を
　捻出し、生徒一人ひとりに応じたきめ細かな面談を実施している。今後もより高い目標を
　掲げて、実現に向けて努力するように面談で働きかけていく。進路ガイダンスもより生徒
　の進路に対する意欲が向上する内容のものを企画していく。

② 地元で活躍できる人材の育
成を図るため、年度当初よ
り生徒と保護者に対し、地
元県内大学を中心とした進
路説明会を実施する。ま
た、合格に向けて個別の取
組（平日補習、土曜補習
等）を行う。

県内大学を受験する生徒が多い。生徒
がⅡ期募集まで諦めずに粘り強くチャ
レンジしたことにより、合格率に回復
が見られる。目標達成に向けた具体的
な数値目標を提示することで、生徒が
努力を続けるための意欲をサポートし
ている。

【成果指標】
９月進路志望調査で地
元の上級学校を志望し
た生徒のうち、地元の
上級学校に合格した割
合（昨年度87.3％）が
上昇し、国公立大学合
格者（過去３年間平均
10.3名）が増加してい
る。

(地元上級学校)
９月進路志望調査で地元の上級学校を志望した
生徒のうち、地元の上級学校に合格した割合が
　　Ａ：８０％以上　Ｂ：７０％以上
　　Ｃ：６０％以上　Ｄ：６０％未満
(国公立大学)
国公立大学の合格者数が
　　Ａ：１２人以上　Ｂ：１０人以上
　　Ｃ：７人以上　　Ｄ：７人未満

Ｃ、Ｄの場合、次年
度の取組を再検討す
る。

適正な進路目標
を設定させたう
えで、年度末に
評価する。

９月進路志望調査前のため、４月進路志望調査を経年比較した。
　　今年度国公立大学志望者数　６８名　　　昨年度　国公立大学志望者数　３８名
・今年度４月調査では国公立大学志望者が昨年度を大きく上回っているが、例年９月調査を
　前にして志望が変化する傾向がある。適切な志望か見守り、状況によっては安易に志望を
　下げないよう助言していく必要がある。

学校評価について
　　　学校評価は、組織としての学校がどのような目的・計画・実施により、どのような成果を挙げたか、また、課題を解決するためにどのような改善が必要であるのかなどを明らかにするものです。
      さらに、学校における一連の教育活動やその評価結果について、保護者や地域社会の人々に説明し、様々な意見を聴取することにより、学校改善に向けての組織的・継続的な取り組みにつなげていこうとするものです。

令和５年度　学校評価計画書（前期評価） 石川県立金沢伏見高等学校
重点目標 具体的取組

１ 生徒があらゆる
場で誠実さ・聡
明さ・品位・心
の豊かさを追求
できるよう、教
職員は安全で規
律ある安心でき
る学校生活を
日々実現する。

２ 生徒が学習意欲
を高め主体的に
学ぶ態度と方法
を体得できるよ
う、教職員はＧ
ＩＧＡスクール
構想の取組を推
進し深い学びを
実現する。
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主担当 現状 評価の観点 達成度判断基準 判定基準 備考 前期評価と改善策重点目標 具体的取組

【成果指標】
部活動に登録した生徒
の割合が増加してい
る。

部活動に登録した生徒の延べ人数が全生徒の
　Ａ：９０％以上
　Ｂ：８５％以上
  Ｃ：８０％以上
  Ｄ：８０％未満

Ｃ、Ｄの場合、各部
活動の活動内容・記
録等を周知するとと
もに高校生活を通し
て部活動を続ける意
義を実感させる取組
を再検討する。

５月と１０月に
部加入率の調査
を実施し、３年
は５月、１・２
年は１０月も含
めて評価する。

評価Ｄ　77.9％　（昨年度５月　85.3％　１０月85.4％）
・１年生の加入率の減少と現２年生の退部者数の増加が今回の原因となっている。集会や
　ホームルーム等を活用し、部活動への加入を勧めるとともに、先輩の部活動成功体験談
　を広報するなどの取り組みを検討し、部活動加入の意欲喚起に努めていきたい。

【満足度指標】
生徒が、部活動は学校
生活を活力あるものに
していると考えてい
る。

部活動が学校生活を活力あるものにしていると
考えている生徒の割合が加入者の
　Ａ：９０％以上
　Ｂ：８０％以上
  Ｃ：７０％以上
  Ｄ：７０％未満

Ｃ、Ｄの場合、各部
活動の活動時間や内
容等を検討する。

７月と１２月に
学校評価（生
徒）で調査す
る。

評価Ｃ　72.9％　（【参考】昨年度前期　83.1％　後期　80.9％）
・本校部活動が一体となり士気を高めれらる取り組みや、有能な外部指導者の発掘・配置も
　検討していく。

② ボランティア活動後の振り
返りを充実させ、自己の成
長を実感させることで、ボ
ランティア活動に積極的に
参加する意識を一層高め
る。

生徒支援課
各学年
各部活動

伏見川清掃や地元町会と雪かきボラン
ティア協定を締結するなど、地域から
信頼される学校づくりの一環としてボ
ランティア活動への参加を促してい
る。

【成果指標】
生徒が、ボランティア
活動は学校生活の充実
や自己の成長につなが
ると考えている。

ボランティア活動が学校生活の充実や自己の成
長につながると回答する生徒が参加生徒の
　Ａ：９０％以上
　Ｂ：８０％以上
  Ｃ：７０％以上
  Ｄ：７０％未満

Ｃ、Ｄの場合、活動
計画の周知を徹底す
るとともに、活動の
意義を実感させる取
組を再検討する。

７月と１２月に
学校評価（生
徒）で調査す
る。

評価Ｃ　77.9％　（【参考】昨年度前期　67.0％　後期　70.5％）
・昨年度と比較して、評価結果が向上した背景には、生徒会執行部がボランティア募集を
　行ったことが一因と分析する。さらなる評価結果の向上に向け、ボランティア体験談を
　発信し、意欲喚起するといった取り組みも検討していきたい。

５ 新型コロナウイ
ルスの感染状況
を踏まえ、学習
内容や活動内容
を工夫しながら
教育活動を継続
し、生徒の様々
な学習の場面を
提案する。

① 長くなったコロナ禍である
が、改めて新しい生活様式
を遵守し、感染リスクの低
減に努める。また、生徒や
職員が感染した際の連絡体
制およびその対応につい
て、抜かりなく行うことで
感染拡大防止に努める。

副校長
保健相談課
学年主任

マスク着用緩和が施行され、生徒およ
び職員のなかでマスク非着率が徐々に
高まってきている。しかし、食事や大
声での会話などの場面における感染防
止対策への意識を高め、丁寧な手洗い
を行う必要がある。更に、感染やその
疑いのある場合の行動に個々人の認識
の差異が見られる。

【努力指標】
全教員が生徒の感染防
止に向けた取組を行っ
ている。

（全教員）感染防止対策を十分施して学習活動
を行っていると考える教員の割合が、
　Ａ：９０％以上
　Ｂ：８０％以上
　Ｃ：７０％以上
  Ｄ：７０％未満

Ｃ、Ｄの場合、次年
度の取組を再検討す
る。

７月と１２月に
学校評価（教
員）で調査す
る。

評価Ａ　91.3％　【本年度より実施】
　　　　《参考》昨年度「本校の感染防止対策が十分行われている」と考える教員は、
　　　　　　　　前期　95.4％　後期　95.2％
・５月８日以降新型コロナウイルス感染は５類へと移行し、感染症対策が一部変更された
　が、引き続き換気と手洗いの徹底、感染リスクが比較的高い学習活動等では、「近距離」
「対面」「大声」での発声や会話を控え、儀式的行事等の学校行事や部活動等では、活動
　場面に応じた対策を講じていく。

【努力指標】
全教員が業務の効率化
やタイムマネジメント
を図り、過度な時間外
超過勤務を削減する。
（昨年度　時間外超過
勤務時間が月８０時間
超の延べ人数は１８
人、１００時間超は３
人）

（全教員）時間外超過勤務時間が月８０時間を
超える教職員の延べ人数が
　Ａ：１０人未満　　Ｂ：１５人未満
　Ｃ：２０人未満 　 Ｄ：２０人以上

月１００時間を超える教職員の延べ人数が
　Ａ：０人　　　　　Ｂ：１人
　Ｃ：２人　　　 　 Ｄ：３人以上

Ｃ、Ｄの場合、次年
度の取組を再検討す
る。

学年末の集計で
評価する。

評価Ｂ　「８０時間超勤務」の教員はのべ１３人【本年度より実施】
　　　　《参考》昨年度「８０時間超勤務」の教員は、４月～７月で合計１０人

評価Ａ　「１００時間超勤務」の教員はのべ０人【本年度より実施】
　　　　《参考》昨年度「１００時間超勤務」の教員は、４月～７月で合計１人
・８０時間超勤務の教員の延べ人数は昨年より３人増加している。４月は年度当初の業
　務、４月から６月は春季大会や県総体などの部活動指導などで時間外勤務が増加する
　傾向がある。１００時間超勤務の教員数は減ってはいるが、より効率的で効果的な業
　務遂行を図る必要がある。

【努力指標】
各課・学年の垣根を越
えて、多忙な時は協力
し合う。

（全職員）「他の課や学年から協力依頼があっ
たとき、積極的に協力する」と答える教職員の
割合が
　Ａ：９０％以上　　Ｂ：８０％以上
　Ｃ：７０％以上　　Ｄ：７０％未満

Ｃ、Ｄの場合、改善
策を再検討する。

７月と１２月に
学校評価（教
員）で調査す
る。

評価Ａ　97.8％　【本年度より実施】
・教職員の間で学年や課の枠を超えて協力しようという意識は高い。しかし協力を依頼する
　ことに躊躇し、協力依頼できずに業務を抱え込むケースがみられる。業務運営が困難な場
　合は、運営委員会やTeamsなどで、遠慮せずに協力依頼するようアナウンスすることで、
　協力し合う一丸となった組織を作っていきたい。

７ 教職員は、担当
する教育活動の
成果等につい
て、保護者や地
域に対し、学校
ＨＰや印刷物等
を活用して迅速
かつわかりやす
く周知する。

① 本校ホームページをより閲
覧しやすいように工夫し、
保護者や地域、中学生とそ
の保護者等への情報提供を
一層充実させる。緊急連絡
は、一斉配信メールに加え
てホームページでも発信す
る。

副校長
各課
学年主任

各課、学年および部活動からの積極的
な情報発信と内容の更新により、ホー
ムページ閲覧数は増加している。しか
し更新の少ない項目があり、すべての
分掌および部活動顧問が定期的に更新
できるよう体制を整える必要がある。
緊急連絡の発信は一斉メール配信とあ
わせて効果的に活用していく。

【成果指標】
ホームページのアクセ
ス数（昨年度　一日平
均１９９５）が増加し
ている。

ホームページ上のアクセス数が一日平均で
　Ａ：２２００以上
　Ｂ：２０００以上
　Ｃ：１８００以上
  Ｄ：１８００未満

Ｃ、Ｄの場合、提供
する情報の内容等に
ついて再検討する。

４月から７月
と、８月から１
２月の集計で評
価する。

評価Ｂ　２０７５　　【本年度より実施】（昨年度　前期　２２０３　後期　１７８０　）
・こまめにホームページの更新を行うことと、更新掲載した際には配信メールにて保護者へ
　案内していることで、保護者からは好評である。これからも保護者や地域に対して分かり
　やすい情報を迅速に提供していきたい。

４ 生徒が生徒会活
動・部活動・学
校内外の行事・
体験活動を積極
的に行い成長で
きるよう、教職
員は主体性を引
き出す働きかけ
に努める。

部活動の加入率を高めて、
学校全体の活性化を図る。
また、生徒のバランスのと
れた生活や成長に配慮しな
がら、部活動が適切に行わ
れているか検証する。

生徒支援課
各学年
各部活動

「部活動が学校生活を活力あるものに
している」と認識している生徒が多
く、生徒は部活動を通して学校生活の
充実を図っている。一方で、学年が進
むに連れて加入率が下がる傾向があ
り、３年間継続して活動できるよう、
活動内容の工夫や環境づくりに取り組
む必要がある。また、教師の時間外勤
務の削減を念頭に、短時間で効率的な
活動による生徒の満足度の向上を目指
している。

６ 教職員は１から
５の実現のた
め、より効率的
かつ効果的な業
務遂行を図り、
組織的な業務改
善策を提案す
る。

① 教職員が担当業務に応じて
タイムマネジメントの意識
を高め、分掌業務の効率化
を組織的に図ることによ
り、勤務時間外の分掌業務
を削減する。

副校長
各課
学年主任

昨年度は、ＧＩＧＡスクール構想に伴
う研修、新学習指導要領に基づく教育
課程や観点別学習評価の準備等、業務
量が増加した。これらの業務に関して
タイムマネジメントの意識を一層高
め、業務の効率化を組織的に図れるよ
う働き方を更に見直すよう努めてい
く。

①

②－2


